様式第８号（第11条関係）捨印


仙台市脱炭素先行地域づくり事業(事業者対象)補助金複数年度事業承認申請書

　　年　　月　　日
（あて先）仙台市長

申請者の住所又は所在地
申請者の氏名又は名称

印

　仙台市脱炭素先行地域づくり事業(事業者対象)補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第11条第１項の規定に基づき、事業開始の承認申請を行います。

記

１　補助事業対象施設の名称等

	名　称
	[bookmark: _GoBack]

	所在地
	仙台市　　　　区



２　導入する設備の種類と交付申請額

	補助対象設備の種類
	補助金申請額（税抜）

	太陽光発電設備
	金
	
	千円

	蓄電池
	金
	
	千円

	ＢＥＭＳ（ビル・エネルギー・マネジメント・システム）
	金
	
	千円

	充放電設備（充放電設備・充電設備・外部給電器）
	金
	
	千円

	ＥＶ清掃車
	金
	
	千円

	高効率換気空調設備
	金
	
	千円

	高効率照明機器
	金
	
	千円

	高効率給湯器
	金
	
	千円

	申請額合計
	金
	
	千円








３　補助対象事業の開始及び完了の予定日

	補助対象事業及び補助対象設備
	開始予定日
	完了予定日

	補助対象事業全体
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	補助対象設備
	太陽光発電設備
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	蓄電池
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	ＢＥＭＳ
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	充放電設備
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	ＥＶ清掃車
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	高効率換気空調設備
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	高効率照明機器
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	高効率給湯器
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日



４　添付書類
	☐
	事業計画書（様式第２号）

	☐
	補助対象経費が把握できる見積書等

	☐
	CO2削減効果の算定根拠資料

	☐
	補助対象事業の実施期間を把握できる予定工程表

	☐
	リースの場合、リース料金から補助金額相当分の控除が分かる書類

	☐
	電力販売の場合、サービス料金から補助金額相当分の控除が分かる書類

	□
	補助対象設備の仕様書又はカタログ

	□
	補助対象設備の設置図（平面図、機器配置図、システム系統図及び単線結線図等。補助対象の設備及び補助対象外の設備が判別できること。）又はこれに代わるもの

	□
	施工前の写真

	□
	その他市長が必要と認める書類














５　誓約事項
	☐
	導入する設備は、法令、条例等に適合して設置すること

	☐
	要綱第３条第２項各号のいずれにも該当しないこと

	☐
	市から導入設備の使用状況報告の要請があった場合は速やかに提出すること

	☐
	補助金受給完了後も、管理台帳により導入設備の善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従い、効果的な運用を図ること

	☐
	この誓約事項及び申請内容に虚偽があることが発覚した場合は、要綱第18条に基づく交付の決定の取消し、その他交付額の変更を受けることに異議を申し立てないこと

	☐
	市が別途通知する日までに、補助対象事業を実施する施設の使用電力を再エネ100％電力にすること。また、これに伴い、電力供給の契約状況について、市が東北電力株式会社に対し照会することに同意すること（※）

	☐
	（申請者が賃借人の場合）補助対象設備を導入することについて、賃貸人からの同意を得ていること

	☐
	導入設備に関する使用状況等のデータの提供、アンケート等への回答に協力すること



　　※　申請者が初期費用ゼロサービス事業者の場合は、初期費用ゼロサービス利用者が「８申請内容に関する確認等」に別途記入すること


６　本件担当者の氏名、連絡先等

	担当者所属
	

	担当者氏名
	

	住所又は所在地
	

	電話番号
	
	E-Mail
	


※申請者が法人の場合に記入すること。

７　手続きの代行
　　　要綱第15条に規定する交付申請手続きの代行について、以下の者を代理人と定め、手続きの代行を依頼します。
	法人名称
	

	代表者役職・氏名
	

	担当者役職・氏名
	

	住所又は所在地
	

	電話番号
	
	E-Mail
	




８　申請内容に関する確認等（申請者が初期費用ゼロサービス事業者の場合のみ記入）
初期費用ゼロサービス利用者である私は、本申請内容について、初期費用ゼロサービス事業者から説明を受け、間違いがないことを確認しました。
また、以下のことを誓約します。
	☐
	市が別途通知する日までに、補助対象事業を実施する施設の使用電力を再エネ100％電力にすること。また、これに伴い、電力供給の契約状況について、市が東北電力株式会社に対し照会することに同意すること



　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　
　　　E-Mail　　　
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